
◎船舶職員法の一部を改正する法律
（平成一四年六月七日法律第六〇号）　　

一、提案理由（平成一四年四月三日・衆議院国土交通委員会）

○扇国務大臣　おはようございます。

　ただいま議題となりました船舶職員法の一部を改正する法律案の提案理由につきまし

て御説明を申し上げます。

　近年における国民の水上レジャー活動に対する関心の高まりや余暇活動の多様化に伴

い、水上オートバイなど手軽に楽しむことができるさまざまな小型船舶が増加し、幅広

い層の人々が手軽に参加するなど、小型船舶を利用した水上レジャー活動はますます活

発化しております。こうした中、小型船舶操縦士の免許保有者は、毎年約九万人のペー

スで増加し、平成十二年度末で約二百七十万人に達しています。このため、小型船舶の

安全を確保しつつ、制度の簡素合理化を図ることが強く求められています。

　他方、小型船舶による海難は増加傾向にあり、平成十二年度には二千三百件を超える

とともに、死傷者も約七百人に達しています。このため、早急に小型船舶の安全対策の

充実を図ることが求められております。

　このような状況を踏まえ、小型船舶にかかわる利用者ニーズの変化に的確にこたえる

とともに、小型船舶の航行の安全を一層図るため、この法律案を提出することとした次

第です。

　次に、この法律案の概要について御説明申し上げます。

　第一に、小型船舶の船長を小型船舶操縦者と位置づけ、船舶職員の資格制度から小型

船舶操縦者の資格制度を分離することとし、法律名、目的等について所要の改正を行う

こととしております。

　第二に、小型船舶操縦者が受けなければならない小型船舶操縦士の免許の資格区分に

ついて、一級、二級及び特殊小型船舶操縦士の三つの区分に再編成するとともに、小型

船舶操縦士の試験について、安全に配慮しつつ、できる限り簡素なものとすることとし

ています。

　第三に、小型船舶操縦者が遵守すべき事項として、危険操縦の禁止、酒酔い操縦の禁

止等を明確化するとともに、遵守事項の違反者に対する再教育講習の制度を設けること

としているほか、所要の改正を行うことといたしております。

　以上が、この法律案を提案する理由でございます。

　この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。

ありがとうございました。

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一四年四月四日）

○久保哲司君　ただいま議題となりました船舶職員法の一部を改正する法律案につきま

して、国土交通委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、小型船舶に関し、その利用実態の変化等に伴う利用者の要請に的確にこたえ



るとともに、その航行の安全を一層図るため、所要の措置を講じようとするものであり

ます。

　その主な内容は、

　第一に、小型船舶の船長を小型船舶操縦者と位置づけ、船舶職員の資格制度から小型

船舶操縦者の資格制度を分離することとし、法律名、目的等について所要の改正を行う

こと、

　第二に、小型船舶操縦者が受けなければならない小型船舶操縦士の免許の資格区分に

ついて、一級、二級及び特殊小型船舶操縦士の三つの区分に再編成するとともに、小型

船舶操縦士の試験について、安全に配慮しつつできる限り簡素なものとすること、

　第三に、小型船舶操縦者が遵守すべき事項として、危険操縦の禁止、酒酔い操縦の禁

止等を明確化するとともに、遵守事項の違反者に対する再教育講習の制度を設けること

等であります。

　本案は、去る四月二日本委員会に付託され、昨日扇国土交通大臣から提案理由の説明

を聴取した後、直ちに質疑に入り、小型船舶操縦士の免許の資格区分の再編成が利用者

に与える効果、プレジャーボートの利用促進のための環境整備の必要性等について議論

が行われました。

　同日質疑を終了し、採決いたしました結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可

決すべきものと議決した次第であります。

　以上、御報告申し上げます。

三、参議院国土交通委員長報告（平成一四年五月三一日）

○北澤俊美君　ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、小型船舶に関し、その利用実態の変化等に伴う利用者の要請に適確にこ

たえるとともに、その航行の安全を一層図るため、船舶職員から小型船舶操縦者を分離

するとともに、小型船舶操縦士に係る資格区分を再編成するほか、小型船舶操縦者が遵

守すべき事項を明確化する等の措置を講じようとするものであります。

　委員会におきましては、法改正の目的とその背景、小型船舶操縦士免許制度の簡素化

と海の安全性の確保との両立、シーマンシップによる自己責任の原則と、酒酔い操縦の

禁止等の操縦者が遵守すべき事項を法で明確化する必要性の関係、船舶の操縦技術向上

のための実技講習充実の必要性、係留施設充実のための方策、プレジャーボート利用区

域の制限、その他について質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。

　質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定をいたしました。

　以上、御報告申し上げます。


